
指定管理者候補者の選定に関する審査報告書 

平成２９年１１月１６日 

大空町指定管理者選定委員会 

  委員長 作 田 勝 弥 

１１１１    審査の実施審査の実施審査の実施審査の実施    

  平成２９年度末で指定管理期間が満了となり、平成３０年度以降も引続き指定管理者による

管理運営を予定する公の施設について、公募によらない（以下「指名」という。）方法で指定管

理者候補者を選定しようとする３施設に関し、別表の各団体から指定申請があった。 

  指定管理者の候補者の選定にあたっては、平成２９年度第５回指定管理者選定委員会におい

て、申請団体から提出された関係書類等をもとに団体及び施設所管課から聞き取り調査を実施

し、施設利用等関係団体の代表者にも出席を求め、意見を聴いたうえで指定申請団体の指定管

理者候補者としての適否を「指定管理者選定基準書」に沿って審査した。 

 

＜別表＞   

施設名 指定申請団体 利用料金 新規・継続 

メルヘン公園 

【所管課：産業課】 

一般財団法人 

めまんべつ産業開発公社 

指定管理者 

の収入 
継 続 

 

施設名 指定申請団体 利用料金 新規・継続 

女満別地域振興会館 

【所管課：産業課】 
大空町商工会 

指定管理者 

の収入 
継 続 

 

施設名 指定申請団体 利用料金 新規・継続 

女満別伝承館 

【所管課：生涯学習課】 

社会福祉法人 

大空町社会福祉協議会 

指定管理者 

の収入 
継 続 

 

 

２２２２    選定委員会委員選定委員会委員選定委員会委員選定委員会委員及び関係機関・団体推薦者及び関係機関・団体推薦者及び関係機関・団体推薦者及び関係機関・団体推薦者（出席者）（出席者）（出席者）（出席者）    

 ≪選定委員会委員≫ 

  委 員 長  作 田 勝 弥  〔農業委員会事務局長〕 

職務代理者  藤 田   勉  〔総務課長〕 

委   員  平 田 義 和  〔会計管理者〕 

委   員  林   敏 美  〔総務課参事〕 

委   員  山 本 勝 栄  〔住民課長〕 

委   員  本 荘 三 樹  〔総務課財政グループ主幹〕 

委   員  川 井 義 一  〔住民課住民グループ主幹〕 

委   員  篁   充 清  〔住民課税務グループ主幹〕 



 ≪関係機関・団体被推薦者≫ 

  大空町文化団体協議会          千 葉 裕 司 

  大空町自治会女性部連絡協議会      髙 橋 トヨ子 

  大空町青年団体連携会議         谷 本 貴 史 

  大空町女満別地区自治会連合会（欠席）  水 野 正 義 

 

３３３３    選定の選定の選定の選定の経過経過経過経過    

平成２９年 ９ 月２２日      制度導入施設に係る指名の適否及び募集要項、業務

仕様書等の確認 

１０月１３日～２４日  指名予定通知及び募集要項等配付 

１０月１８日      施設説明（見学）会 

１０月１８日～２４日  質問受付期間 

１０月２７日      質問に対する回答日 

１０月１８日～３１日  申請受付期間 

１１月１５日      指定管理者選定委員会 

（書類・聞き取り審査、候補者選定意見調整） 

 

４４４４    審査審査審査審査のののの方法方法方法方法    

  選定委員会では、申請団体から提出された申請書類等に記載される管理運営方針等が選定基

準や審査項目に照らして適正であり、指定管理者としての業務遂行能力等が十分か否かを主眼

として、施設利用等関係団体から推薦された代表者にも選定委員会の会議に出席を求め意見を

聴き、利用者である町民の視点も取り入れながら申請団体及び施設所管課に対する聞き取り調

査を行ったうえで、候補者としての適否を審査した。 

 

５５５５    審査審査審査審査のののの結果（指定管理者結果（指定管理者結果（指定管理者結果（指定管理者のののの候補者候補者候補者候補者の選定結果の選定結果の選定結果の選定結果））））    

  厳正な審査の結果、選定委員会として次の団体は指定管理者候補者として適当であると判定

した。なお、評価内容については別添の「指定管理者選定基準書」のとおりである。 

 

 施設名 指定管理者の候補者 指定期間 

指

名 
メルヘン公園 

一般財団法人 

めまんべつ産業開発公社 

平成30年４月１日～ 

平成34年３月31日(４年) 

指

名 
女満別地域振興会館 大空町商工会 

平成30年４月１日～ 

平成33年３月31日(３年) 

指

名 
女満別伝承館 

社会福祉法人 

大空町社会福祉協議会 

平成30年４月１日 ～ 

平成33年３月31日(３年) 

 


